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参考資料 1 
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医療分（一般） 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 526 億 5 千万円】 

 

県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 406 億 8千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 119 億 7 千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分・一般） 
 
  

事業費納付金（医療分・一般）  
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

 
一般被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8718786202391 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費 

（浜田市の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 
保険料で集める額 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の一般被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8718786202391（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 納付金対象外経費 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

医 療 分 1,001,216,674 円 126,834,990 円 ＝ 403,645,708 円 724,405,956 円＝       

     軽減額 132,933,843円    

     ＋591,472,113 円 → 96.50％ 612,924,469 円（一般） 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（歳
出
） 

（歳
入
） 

医療費 

水準を 

反映 

A 市納付金 

C 市納付金 

B 市納付金 

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（医療分・一般） 

 

標準保険料率 令和3年度 令和3年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 1,001,216,674 1,004,190,000 1,001,216,674 ▲2,973,326 決定通知額のとおり

保健事業費 ＋ 25,010,760 12,918,000 12,918,000 0 

直診勘定操出金 ＋ 28,195,000 28,195,000 28,195,000 0 令和2年度交付実績額と同額

出産育児諸費 ＋ 7,983,990 7,984,000 7,983,990 ▲10 県試算額のとおり

葬祭諸費 ＋ 3,090,000 3,090,000 3,090,000 0 　　〃

育児諸費 ＋ 0 0 0 0 なし

その他保険給付 ＋ 0 0 0 0 なし

条例減免に要する費用(保険料分) ＋ 3,001,000 0 0 0 減免分は当初予算計上していない

条例減免に要する費用(一部負担金分) ＋ 0 0 0 0 なし

医療費適正化対策費用 ＋ 0 7,510,000 7,510,000 0 

特定健康診査等に要する費用 ＋ 59,735,000 58,189,000 58,189,000 0 

その他基金（返済分） ＋ 0 0 0 0 なし

その他基金（積立分） ＋ 0 0 0 0 なし

総務管理費（保険料転嫁分） ＋ 7,676,000 7,676,000 0 国保情報集約システム管理手数料・連合会負担金

共同事業拠出金（事務費拠出金） ＋ 3,000 1,000 ▲2,000 （所要額は固定）

一時借入金利子 ＋ 1,000 0 ▲1,000 （所要額は固定）

予備費（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 予備費の財源は国保基金のため0

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 1,272,000 1,272,000 0 レセプト点検事業

加算額合計 ① 127,015,750 126,838,000 126,834,990 ▲3,010 

保険者支援制度（医療分） － 76,490,386 73,769,000 62,367,430 ▲11,401,570 

算定可能な特別調整交付金 － 128,933,000 139,933,000 128,933,000 ▲11,000,000 県から示された内示額－直診元年度交付実績差額

算定可能な県繰入金 － 46,653,546 47,429,000 46,653,546 ▲775,454 県から示された内示額のとおり

保険者努力支援制度 － 15,656,000 15,835,000 15,656,000 ▲179,000 国から示された内示額のとおり

特定健康診査等負担金 － 17,994,480 16,779,000 17,994,480 1,215,480 県試算額のとおり

激変緩和分（県繰入金の一部） － 0 0 0 0 なし

過年度の保険料収納見込額 － 26,205,819 11,118,000 11,118,000 0 当初予算計上時の試算額

出産育児一時金繰入金 － 5,320,000 5,320,000 5,320,000 0 出産育児一時金給付見込額の2/3

財政安定化支援事業（負担能力） － 66,188,000 66,188,000 66,188,000 0 県が示した平成30年度の繰入額

財政安定化支援事業（過剰病床） － 0 0 0 0 　　〃

財政安定化支援事業（年齢構成差） － 22,259,000 22,259,000 22,259,000 0 　　〃

一般会計繰入金（地単カット分） － 25,771,282 26,103,000 26,103,252 252 令和元年度カット確定額と同額

その他に見込む交付金等収入 － 1,053,000 1,053,000 0 一部負担金＋繰越金＋加算金＋過料＋保健事業繰入金＋雑入

減算額合計 ② 431,471,513 425,786,000 403,645,708 ▲22,140,292 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 696,760,911 705,242,000 724,405,956 19,163,956 

収納率 (s) 96.50% 96.50% 96.50% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 722,032,032 730,820,725 750,679,747 19,859,022 

保険料軽減見込額（医療分） ③ 152,527,752 140,853,000 132,933,843 ▲7,919,157 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） (f) 544,233,159 564,389,000 591,472,113 27,083,113 

9,519人 9,786人 267人 

59,291円 60,441円 1,150円 

61,441円 62,633円 1,192円 

584,859,067円 612,924,469円 28,065,402円 

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（一般・医療分）

事
業
費
納
付
金
に
加
算
す
る
項
目

事
業
費
納
付
金
か
ら
減
算
す
る
項
目

一般被保険者見込数(n)        

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  
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支援金分（一般） 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 75 億円】 

 

県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 39 億円】 

納付金算定基礎額 

【約 36 億円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分・一般） 
 
  

事業費納付金（支援金分・一般） 

＜応能部分＞ 

0.8784934950816 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8784934950816（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

支援金分 265,019,571 円 ＝ 24,156,722 円 240,862,849 円＝    

    軽減額 43,798,892円    

    ＋197,063,958 円 → 96.50％ 204,211,355 円（一般） 
 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（歳
出
） 

（歳
入
） 

C 市納付金 

B 市納付金 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（支援金分・一般） 

 

  

標準保険料率 令和3年度 令和3年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 265,019,571 264,161,000 265,019,571 858,571 決定通知額のとおり

条例減免に要する費用 ＋ 960,000 0 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 

加算額合計 ① 960,000 0 0 0 

保険者支援制度（支援金分） － 24,622,358 24,395,000 20,628,722 ▲3,766,278 

過年度の保険料収納見込額 － 3,528,000 3,528,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 ② 24,622,358 27,923,000 24,156,722 ▲3,766,278 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 241,357,213 236,238,000 240,862,849 4,624,849 

収納率 (s) 96.50% 96.50% 96.50% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 250,111,102 244,806,218 249,598,807 4,792,590 

保険料軽減見込額（支援金分） ③ 52,588,254 46,492,000 43,798,892 ▲2,693,108 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） (f) 188,768,959 189,746,000 197,063,958 7,317,957 

9,519人 9,786人 267人 

19,933円 20,137円 204円 

20,656円 20,868円 212円 

196,627,979円 204,211,355円 7,583,376円 

備　　　　考

事業費納付金額（一般・支援金分）

支援金分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目

加
算
項
目

減
算
項
目

一般被保険者見込数(n)        

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)



 

- 5 - 

 

 

介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 22 億 1 千万円】 

 

県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 12 億円】 

納付金算定基礎額 

【約 10 億 1千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金（介護分） 

＜応能部分＞ 

0.888435476688 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.888435476688（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

介 護 分 69,947,697 円 ＝ 7,376,464 円 62,571,233 円＝    

    軽減額 11,268,485円    

    ＋51,302,749 円 → 96.30％ 53,273,882 円（一般） 
 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（歳
出
） 

（歳
入
） 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

A 市納付金 

C 市納付金 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（介護分・一般） 

 
 

 

 

標準保険料率 令和3年度 令和3年度 増減額

算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 69,947,697 70,641,000 69,947,697 ▲693,303 一般＋退職分決定通知額のとおり

基盤安定繰入金（介護分退職） ＋ 0 0 0 0 

条例減免に要する費用 ＋ 309,000 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 なし

加算額合計 ① 309,000 0 0 0 

保険者支援制度（介護分） － 6,647,961 6,475,000 5,359,464 ▲1,115,536 

過年度の保険料収納見込額 － 2,017,000 2,017,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 ② 6,647,961 8,492,000 7,376,464 ▲1,115,536 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 63,608,736 62,149,000 62,571,233 422,233 

収納率 (s) 96.53% 96.50% 96.30% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 65,895,303 64,403,109 64,975,320 572,211 

保険料軽減見込額（介護分） ③ 12,944,126 12,634,000 11,268,485 ▲1,365,515 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） (f) 50,664,610 49,515,000 51,302,749 1,787,748 

2,408人 2,491人 83人 

20,563円 20,595円 32円 

21,309円 21,387円 78円 

51,310,881円 53,273,883円 1,963,002円 

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（介護分）

加
算
項
目

減
算
項
目

介護2号被保険者見込数 (n)        


